
 

 

千葉市監査委員告示第１号 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、定期監査、行政監

査及び財政援助団体等監査の結果に基づき講じた措置について、別添のとおり千葉市長から通知

がありましたので、公表します。 

 

    平成２７年３月１３日 

 

千葉市監査委員 宮 下 公 夫 

同       宮 原 清 貴 

同       小 川 智 之 

                   同       川 岸 俊 洋 

 

  



 

 

２６千総総第８６６号 

平成２７年３月９日 

 

 千葉市監査委員 宮 下 公 夫 様 

 同       宮 原 清 貴 様 

 同       小 川 智 之 様 

 同       川 岸 俊 洋 様 

 

千葉市長 熊 谷 俊 人   

 

 

監査の結果に基づき講じた措置について（通知） 

 

 

 平成２５年度監査報告第１号及び第１３号並びに平成２６年度監査報告第７号及び第８号に

より報告のあった監査の結果に基づき講じた措置について、地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第１９９条第１２項の規定により別紙のとおり通知します。 

 

  



 

 

報告書番号 ２６監査報告第７号 

監査の種類 工事定期監査 

監査の結果（指摘事項） 講 じ た 措 置 

（１）積算について改善すべき事項 

ア 諸経費の積算を適正に行うべきもの

［建設局：宮野木町１０８号線外１道    

路改良工事］ 

土木工事積算基準によると、工事費 

における諸経費の算出は、直接工事費な

どの対象額に経費率を乗じて得た額と

されているが、地質分析費や水質分析費

などについては、共通仮設費に積み上げ

て計上することとされ、現場管理費及び

一般管理費における対象額からは控除

して積算することとされている。 

しかしながら、本工事においては、場

外へ搬出する現場発生土に含まれる六

価クロムや有機リンなど有害物質の含

有量を調査するための地質分析費につ

いて、共通仮設費には積み上げて計上し

ていたものの、現場管理費及び一般管理

費における対象額からは控除していな

かった。 

諸経費の積算については、土木工事積

算基準に基づき適正に行われたい。 

 

 

 

 

 諸経費の積算については、平成２６年 

１０月９日に土木部技術管理課長から工事

担当課長等に対し文書で通知し、土木工事積

算基準に基づき適正に行うよう、所属職員へ

周知徹底を図った。 

なお、地質分析費等の環境測定分析費が計

上された場合の諸経費が自動計算されるよ

う、土木工事積算システムを改良し、平成 

２６年１０月から運用開始した。 

（２）施工について改善すべき事項 

ア 土砂運搬における運搬計画の届出を

適正に行うべきもの[建設局：金親町６

９号線道路新設工事（２５－１）] 

千葉市土砂運搬適正化対策要綱によ

ると、市長は、５，０００立方メートル

以上の土砂の運搬を行おうとする運搬

事業者に対し、土砂運搬による騒音及び

振動等によって生活環境が損なわれる

ことなどを防止するため、土砂の運搬を

行おうとする日の３０日前までに、運搬

路線を示す図面、交通監視員及び道路清

掃員の配置図等を添付した運搬計画を

届け出させるものとされている。 

しかしながら、本工事においては、道 

路を新設するため、６，５００立方メー

トルの土砂を掘削し場外へ搬出したに

もかかわらず、届け出させていなかっ

 

 

  

 

 土砂運搬における運搬計画の届出について

は、平成２６年１０月３１日に道路部長から

道路部各所属長に対し文書で通知し、千葉市

土砂運搬適正化対策要綱に基づき、適正に行

うことについて受注者を指導するよう、所属

職員へ周知徹底を図った。 



 

 

た。 

土砂運搬における運搬計画の届出につ

いては、千葉市土砂運搬適正化対策要綱

に基づき適正に行われたい。 

イ 下水道工事における路床部の施工を

適正に行うべきもの［建設局：下水道排

水施設工事（神明雨水２５－４工区）］ 

道路法施行規則によると、占用のため

に掘削した土砂の埋戻しの方法は、各層

ごとにランマーその他の締固め機械又

は器具で確実に締め固めて行うことと

され、層の厚さは原則として３０センチ

メートル以下、路床部にあっては２０セ

ンチメートル以下とするとされている。 

しかしながら、本工事においては、道

路を掘削し、下水道管等を布設した後、

土砂を埋め戻す際に、路床部の各層の厚

さを２０センチメートル以下とすべき

ところ、３０センチメートルごとに締め

固めていた。 

下水道工事における路床部の施工に

ついては、道路法施行規則を遵守し、適

正に行うよう受注者を指導されたい。 

 

 

 

下水道工事における路床部の施工につい

ては、平成２６年１１月６日に下水道建設部

長から下水道建設部各所属長に対し文書で

通知し、道路法施行規則を遵守し、適正に行

うことについて受注者を指導するよう、所属

職員へ周知徹底を図った。 

ウ 特定建設作業に係る届出を適正に行

うべきもの［建設局：排水施設改良工

事（宇那谷調整池２５－１工区）］ 

騒音規制法及び振動規制法によると、

さく岩機などを使用し、騒音及び振動を

発生させる特定建設作業を伴う建設工

事を施工しようとする者は、当該特定建

設作業の開始の日の７日前までに、騒音

及び振動の防止の方法などを市長に届

け出なければならないとされている。 

しかしながら、本工事においては、さ

く岩機を用いてコンクリート構造物を

取り壊す特定建設作業を行っていたに

もかかわらず、届出を行っていなかっ

た。 

特定建設作業に係る届出について 

は、騒音規制法等を遵守し、適正に行う

よう受注者を指導されたい。 

 

 

 

特定建設作業に係る届出については、平成

２６年１１月６日に下水道建設部長から下

水道建設部各所属長に対し文書で通知し、騒

音規制法等を遵守し、適正に行うことについ

て受注者を指導するよう、所属職員へ周知徹

底を図った。 

 


